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要旨
　「道の駅」の地域振興施設では地域の活性化を担い、賑
いを見せている。その一方で、地域産業の変化や客のニー
ズの変化から、転換期を迎えていると考えられる。そこ
で、現状を把握するために、全国の「道の駅」における
地域振興施設を中心としてアンケート調査を実施した。
アンケート調査で明らかになったことは、地域振興施設

では地元住民を中心とした多様なネットワークにより、
運営が行われていることであった。また、地元生産者の
高齢化や売上の低迷を受けて、商品の仕入れ先や販売先
が広域化している傾向があった。
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Abstract
While it has been crowded at “Michi no eki  (a 
roadside station)” in a regional improvement 
institution as activation of the area, it is thought 
from a change of regional industry, or change 
of a visitor’s needs that it has seen the turning 
point.   In order to grasp the current condition, 
a questionnaire was carried out mainly to the 
regional improvement institution at “Michi no 
eki ” all over the country.   It was revealed that 

in the regional improvement institutions, the 
management has been operated by primarily local 
residents with their various networks.  Moreover, 
there was a tendency which the supplier of goods 
and the customer have broadened owing to a 
local producer’s aging, and the sales downturn of 
regional industry.
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はじめに

　「道の駅」は、安全な道路交通環境の形成と地域振興
を目的として、国土交通省と地方自治体等との連携によ
り設置されている。また、3つの機能を併せ持つ休憩施
設（休憩機能、情報発信機能、地域の連携機能）として
スタートしたのは、平成 5 年のことであった。その数
は 103 箇所であったが、毎年増加の一途を辿り現在では
1,014 箇所（平成 25 年 10 月 11 日現在）にまで増加して
いる。これほどまでに増加した背景には、安心して利用
できる休憩施設へのニーズと自治体の期待感の高さにあ
るのだろう。

　しばしば、「道の駅」がテレビや雑誌等で取り上げら
れ、集客数や売上が話題となる。また、農村女性や高齢
者の活躍がクローズアップされ、その活躍により広がる
経済効果が評価される。さらには、震災時の「道の駅」
が果たした役割により存在意義が再確認され、防災対策
の拠点としての検討が開始されている。
　他方で、地域振興施設の運営においては、地域の変化
に対応した新たな動きが見受けられるようになってい
る。その内容は、買い物弱者対策や地元生産者の高齢化
に対応した仕入先の開拓である。また、客のニーズや集
客数の減少を受けての新たな事業・活動である。
　以上のように、「道の駅」は地域振興施設としての評



事例報告

地域イノベーション第 6号 − 90 −

図 1　「道の駅」の施設

表 1　質問紙内容

資料　国土交通省『「道の駅」の施設イメージ』より筆者加筆

価が高い反面、地元生産者の高齢化や利用者における
ニーズの変化等から転換期を迎えていると考えられる。
そこで、「道の駅」の地域振興施設や併設施設の実態を
調査し、地域振興の現状を把握することにした。
　法政大学地域研究センターでは、地域問題研究の拠点
として、行政、地方自治体、商工会議所、企業、NPO
等に様々な支援・政策提言を展開している。平成 25 年
度は、地域研究の一環として、全国「道の駅」の地域振
興施設を中心としたアンケート調査を実施した。

　本報告書は、そのアンケート調査結果である。

Ⅰ　「道の駅」アンケート調査

1．アンケート調査の概要
（1）「道の駅」の概要
　アンケート調査内容は、「道の駅」に設置されている
地域振興施設を対象とした設問を中心とした。

　「道の駅」とは、道路利用者の休憩施設であるが、そ
の施設では多様なサービ スが提供されている。設置者
は、道路を管理する国土交通省と市町村（又は公的団
体）である。「道の駅」の登録には、一定の条件を見た
し、国土交通省の認可が必要となる。
基本（Aエリア）は、駐車場とトイレが設置され、「道
の駅」の看板が掲げてあれば、「道の駅」として認可さ
れる。しかし、一般的に多いのは、この基本に地域振興
施設（Bエリア）を併設した形態である（図 1）。
　平成5年の第一回目の登録は、全国103箇所であった。
その後、増加の一途を辿り、平成 25 年 4 月 30 日現在で
1,004 駅が登録されている。

（2）アンケート調査内容
　全国の「道の駅」1,004 箇所（2013 年 4 月末現在）へ

アンケート調査を実施した。調査詳細は、以下のとおり
である。
　1）質問紙調査
　・実施対象：	国土交通省に登録されている「道の駅」

1,004 件の内、営業中の 1,000 件を対象に
アンケート（質問紙）調査実施

　・回 収 率：	 2013 年 6 月 6 日（木）郵送にて発送、
6 月 21 日締め切り（当日消印有効）郵
送にて返送。回収件数 513 件、回収率
51.3％。（注：データ集計に利用した件数
は 6月末迄に返送された 507 件）

　2）質問内容
　質問紙の内容の概要は以下の「表1」のとおりである。
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図 2　「道の駅」の設置地域の農業地類（ｎ=507）

図 3　「道の駅」の設置場所（ｎ=507）

図 4　地元の「道の駅」の機能（ｎ=507）

注：	農業地域は、都市的地域、平地農業地域、中間農業地域、山間農業地域の 4類型であるが、
アンケートでは、便宜上「都市的地域」、「平地農業地域」、「中山間農業地域」、「その他」
の 4つの選択肢とした。

2．単純集計
（1）「道の駅」設置地域の農業地類
　農業地類型は、「中山間農業地域」65％が最も多く、

次いで「平地農業地域」23.3％である（図 2）。

（2）「道の駅」の地元での設置場所（複数回答）
　設置場所は、「観光客が立寄りやすい場所」56.0％が最

も多く、次いで「地元の交通量が多い場所」42.2％であ
る（図 3）。

（3）地元の「道の駅」の機能（複数回答）
　上位 3 位は、「情報発信拠点」66.5％、「観光の拠点」

60.7％、「地域資源活用の拠点」46.2％である（図 4）。
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（4）地元の「道の駅」の役割
　上位 3位は、「地元の特産物の販売」91.1％、「雇用の

場」51.7％、「周辺住民への食材の提供」37.1％である（図
5）。

図 5　地元の「道の駅」の機能（ｎ=507）

表 2　3年間の入込客数

表 3　平成 24 年度の客単価

（5）入込客数と客単価
　平成 22 年度から平成 24 年度の 3 年間の入込客数は、

「平成 22 年度」35.5 万人、「平成 23 年度」35.0 万人、「平
成 24 年度」35.8 万人、である（表 2）。

（5-1）客単価
　平成 24 年度の客単価は、1,039 円である（表 3）。

（6）「道の駅」の併設施設（複数回答）
　上位 3 位は、「飲食施設」82.4％、「農水産物直売所」
81.5％、「観光案内所」47.9％である（図 6）。

（6-1）当駅の併設施設における地元住民の利用率
　地元住民の利用率の高い順は、「銀行」100％、「農水
産物直売所」78.5％、「医療施設」76.2％、「スーパー」
70.0％、「入浴施設」66.7％、「コンビニ」47.5％である（図
7）。

（6-2）現在は設置されていないが、地元住民の要望が
高い施設（複数回答）
　上位5位は、「入浴施設」84件、「金融機関ATM」66件、
「飲食施設」65 件、「農水産物加工所」47 件、「コンビニ」
46 件である（図 8）。
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図 6　併設施設（ｎ=507）

図 7　地元住民の利用率が高い施設

図 8　地元住民の要望が高い施設
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（7）「道の駅」の売れ筋商品（複数回答）
　上位 3位は、「土産品（菓子類）」63.9％、「農水畜産物」

59.6％、「ソフトクリーム・アイス類」53.1％である（図
9）。

図 9　「道の駅」の売れ筋商品（ｎ=507）

図 10　オリジナル商品の企画・開発に携わる人（ｎ=507）

表 4　売行きの良い商品の単価

（8）売行きの良い商品の単価
　「一番売れる商品」平均単価は 577 円、「2番目に売行

きの良い商品」平均単価は 506 円である（表 4）。

（10）	オリジナル商品の企画・開発に携わる人（複数
回答）

　上位 3位は、「駅の従業員」50.7％、「地元の製造業者」

27.2％、「生産者農家」20.9％である（図 10）。
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図 11　オリジナル商品の販売先（ｎ=507）

図 12　商品納入業者の所在地（ｎ=507）

図 13　来客者の居住地（ｎ=507）

（11）オリジナル商品の販売先（複数回答）
　「当駅のみ」60.6％が、最も高くなっている。「地元の

商店」や「県内の「道の駅」」等の一部で販売されてい
る（図 11）。

（12）商品納入業者の所在地（複数回答）
　「地元」86.0％、「近隣の市町村」72.8％、県内の中核

都市」34.5％、「他県」34.5％、である（図 12）。

（13）来客者の居住地（複数回答）
　「近隣の市町村」76.7％、「地元」75.7％、「他県」

64.3％、「県内の中核都市」51.3％、である（図 13）。
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（15）	客は、どのような方法で当駅を知ったのか（複
数回答）

　上位 3位は、「「道の駅」の情報サイト」69.4％、「観光

ガイドブック」60.0％、「通りすがり」50.7％である（図
15）。

（16）「道の駅」と地元住民の協力関係
　「とても関係がある」43.6％、「関係がある」43.6％と

なっており、約 9割が地元住民との協力関係があると回
答している（図 16）。

図 14　実施しているＰＲ活動（ｎ=507）

図 15　客はどのような方法で当駅を知ったのか（ｎ=507）

図 16　地元住民の協力関係（ｎ=507）

（14）実施している PR活動（複数回答）
　実施している PR活動は、「営業活動」38.7％が最も多
かった。「その他」39.3％の内訳は、「ホームページによ

る PR活動」20％、残りの 80％は雑誌、テレビ、新聞、
広報誌など多岐に渡っていた（図 14）。
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（17）「道の駅」の連携先（複数回答）
　上位 3位は、「地元企業」37.6％、「県内の中核都市企

業」29.0％、「都会の企業」25.0％である（図 17）。

（18）「道の駅」の課題（複数回答）
　上位 3位は、「冬場の客数の減少」63.5％、「生産者農

家の高齢化」57.4、「売上の低迷」41.0％である（図 18）。

（19）「道の駅」が欲しいと人材（複数回答）
　上位 3位は、「地元の若者」64.3％、「地元の定年退職

者」23.3％、「外部の営業経験者」19.9％である（図 19）。

図 17　「道の駅」の連携先（ｎ=507）

図 18　「道の駅」の課題（ｎ=507）

図 19　「道の駅」が欲しい人材（ｎ=507）
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（21）駅長選出方法（複数回答）
　「指定管理者の代表」42.8％、「地元公募」18.3％である。
「その他」37.3％の内訳は、「市町村長」20％が最も多く、

残りの 8割は自治体職員、団体職員を中心に多岐に渡っ
ていた（図 21）。

（22）駅長の前職歴
　「地元企業」31.2％、「公務員」22.5％、「都市企業」
12.6％、「農協」9.3％である。「その他」21.7％の内訳は、

「市町村長」32％が最も多く、残り 7 割は自治体職員、
団体職員など多岐に渡っている（図 22）。

図 20　当駅の 5年後の売上げ（ｎ=507）

図 21　当駅の駅長選出方法（ｎ=507）

図 22　駅長の前職歴（ｎ=507）

（20）5年後の売上げ
　「低下している」32.5％、「変わらない」30.0％、「増加

している」30.0％である（図 20）。
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（23）地元の課題
　上位 5位は、「高齢化」85.0％、「人口減少」70.8％、「少

子化」57.2％、「担い手不足」48.9％、「耕作放棄地の増加」
38.5％である（図 23）。

Ⅱ	 「道の駅」のアンケート調査およびヒ
アリング調査からの分析

1．地方別集客数
　地方別平均集客数を調査した。アンケート調査から地
方別平均集客数（平成 24 年度）を算出した（図 24）。
　上位 3位は、「関東地方」平均 54 万 5 千人、「北海道」
44 万 3 千人、「九州地方」36 万 1 千人である。一方、集
客数が低い地方は「東北地方」19 万 6 千人、「四国地方」
24 万 3 千人である。
　次に、集客数の推移を見るために、平成 22 年度と平
成 24 年度の平均集客数の差を見た。結果、差が最も大
きかったのは「中国地方」－ 52,000 人であった。次い
で、「東北地方」－ 16,000 人である（表 5）。

Ⅲ　「道の駅」のネットワーク

　アンケート調査およびヒアリング調査から明らかに
なったことは、「道の駅」が地元住民を中心に多様な
ネットワークにより形成されていることであった。
　本章では、いかなる住民との関係からネットワークが
形成されているのかを確認する。また、地元生産者の高
齢化、客のニーズの変化、物流の変化等から、商品の仕
入先や販売先のネットワークが広域化している。そこで、
広域化と収益性の関係を検証する。

1．「道の駅」と地元住民とのネットワーク
　「道の駅」の地域振興施設や併設施設にはや周辺域住
民とのネットワークが形成されている。関係者は、①農
水畜産物生産者、②商品納入業者、③地域振興施設や併
設施設の雇用者および出店者、④製造業・卸し業者、⑤
地元自治体、⑥地元の自治組織、⑦福祉関連施設、⑧農
水畜産物直売所・加工所、等である（図 25）。
　一般的な「道の駅」は、こうしたネットワークにより
形成されている。そして、地元や周辺域住民を中心とし
た関係性の中で運営が行われている。

2．広域化している販売商品を介したネットワーク
　地元生産者の高齢化、客のニーズの変化、物流の変化
等から、商品の仕入先や販売先のネットワークが広域化
する傾向にある。
　「道の駅」が扱っている商品は地元ばかりではなく、
外部のネットワークへと広がる傾向にある。筆者等が

図 23　地元の課題（ｎ=507）

表 5　平成 22 年度と平成 24年度の集客数の差
（単位：人）
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図 24　地方別平均集客数（平成 24年度）

図 25　「道の駅」と地元住民とのネットワーク

図 26　「道の駅」の販売商品と取引先のネットワークの広域化
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行ったアンケート調査における地元以外の取引先では、
「近隣市町村」7割、「県内の中核都市」3割強、「他県」
2割であった。この結果から、近隣の市町村との関係は
地元に劣らない関係ができていることが確認された。ま
た、県内・外との取引が一定の割合を占めていることが
明らかになった。
　筆者等が実施したヒアリング調査では、商品の取引先
は地元から近隣の市町村、県内・外へと広がっているこ
とが確認された。このように大きく広がっている背景に
は、先述のような地元の変化や客のニーズ等の変化が
あった。

Ⅳ　「道の駅」の運営と収益の関係

1．「道の駅」の運営と収益
　「道の駅」は、地域の変化や客のニーズの変化に合せ
て、運営方法を変化させていた。そこで、いかなる運営
が収益と関与するのか。検証を試みた。
　アンケート調査結果をもとに、現状の「道の駅」の事
業・活動から収益性と関連する事項の抽出を試みた。本
章では、分析方法は決定木を使用する。決定木分析は、
多数のデータにある特徴を把握する分析方法 1）である。
また、効率的な可視化や分類分け、傾向やパターンを解
明する方法として活用されている。

（1）変数の整理
　決定木分析を行うにあたり、変数の整理を行う。アン
ケート調査項目の中から変数にできる 124 項目を選択し
た。変数は、「表 6」のとおりである。

 （2）決定木分析
　目的変数を「推定売上指数（集客数×商品単価）」と
して、124 項目を変数として決定木を行った。決定木は、
2回実施した。一回目は、124 項目を変数として行った。
二回目は、一回目の決定木で抽出された変数（項目）を
除外して実施した。

　1）一回目の決定木
　決定木を行った結果、抽出された分岐点の変数（項
目）は、「①客の当駅を知る方法：テレビ」、「②役割：
周辺住民への食材の提供」、「③駅の課題：冬場の客数の
減少」、「④農業地類：中山間農業地域」、である。
　よって、分岐した 4分岐点から、以下の傾向が示唆さ
れる。
①	「テレビ」からの情報により当駅へ来ている客が多い
場合には、売上が高い傾向にある。

②	当駅の役割が「周辺住民への食材の提供」であれば、
売上が高い傾向にある。

③	当駅の課題が「冬場の客数の減少」であれば、売上が
低い傾向にある。

④	当駅の農業地類が「中山間地域」であれば、売り上げ
は低い傾向にある。

1）	金明哲『Rによるデータサイエンス』2007，森北出版

図 27　一回目決定木（n=403）
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表 6　決定木に使用変数一覧
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　2）二回目の決定木
　決定木の結果、抽出された分岐点の変数（項目）は、
「①地域の課題：人口減少」、「②当駅の課題：売上の
低迷」、「③売れ筋商品：農水畜産物」、「④客の当駅を
知る方法：口コミ」、「⑤客の貴駅を知る方法：当駅の
ホームページ」である。

　よって、分岐した 4分岐点から、以下のことが示唆さ
れる。

①地域の課題が「人口減少」であれば、売上は低い傾向
にある。

②当駅の課題が「売上の低迷」であれば、売上は低い傾
向にある。

③「口コミ」と「当駅のホームページ」の情報は、売上
に寄与する。

④「農水畜産物」は、売上に寄与する。

図 28　二回目決定木（n=403）

Ⅴ　まとめ

　全国に広がりを見せている「道の駅」の地域振興施設
や併設施設を中心として実態を把握するためにアンケー
ト調査を実施した。
　以下に、アンケート調査結果からの考察を記す。

1.	「道の駅」は地元や周辺域住民との密接なネットワー
クにより形成されていた。

2.	「道の駅」の販売商品の取引先は地元や周辺域が中心
であるが、県内・外へと広がる傾向にあった。広がる
背景には、地元生産者の高齢化や客のニーズの変化が
あった。

3.	「道の駅」の集客数には、「周辺住民への食材の提供」、
「地元の特産物の販売」と関係していた。また、「道の

駅」の機能にとして「観光の拠点」や「情報発信拠
点」があれば、集客数は高い傾向にあった。さらに、
併設施設の「コンビニ」、「金融機関ATM」、「飲食施
設」は集客数に寄与していた。

4.	「道の駅」が収益の課題を抱えていても、「テレビ」、
「口コミ」、「当駅のホームページ」、「周辺住民への食
材の提供」、「地元の特産物の販売」を活用することで、
収益を上げられる可能性があることが示唆された。

　以上は、アンケート調査結果からの示唆である。「道
の駅」の地域振興視察や併設施設には、地域性があ
る。また、道路事情や諸条件等の変化によっても集客
数や売上は違ってくると考えられるため、一概に言え
ない部分がある。さらなる、調査の必要性があると考
えている。
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